
１　設置目的

設置目的 所管課

年度間の財源調整を図り、財政の健全な運営に資する。
総務部
財政課

県債の償還財源を確保し、財政の健全な運営に資する。
総務部
財政課

公共施設等の整備等に伴う経費の財源に充てる。
総務部
財政課

災害救助法が適用された災害の救助に要する費用の財源に充てる。
福祉労働部
福祉総務課

敷金の安全確実な管理とその経理の適正化を図る。
建築都市部
県営住宅課

市町村が地域の特性を生かして、創意と工夫にあふれた地域づくりを総合的に実施することを支
援し、地域主導の個性と活力ある地域づくりを長期的、安定的に推進する。

企画・地域振興部
広域地域振興課

環境保全事業の推進により、快適な生活環境の形成に資する。
環境部
環境政策課

高齢者等の保健福祉の増進を図る。
保健医療介護部
高齢者地域包括ケア推進課

中山間及び棚田地域における土地改良施設並びに農地及び棚田の有する多面的機能の良好な
発揮と地域住民活動の活性化を図る。

農林水産部
農山漁村振興課

高齢者が地域社会の中で積極的な役割を果たし、生きがいをもって生活できるはつらつとした高
齢社会を実現する。

保健医療介護部
高齢者地域包括ケア推進課

子どもたちが健やかに生まれ育つ環境づくりを積極的に推進する。
福祉労働部
児童家庭課

市町村の介護保険財政の安定化に資する。
保健医療介護部
介護保険課

ぼた山における防護施設の損壊等及び石炭鉱放置坑口に起因する人命等に対する危険を防止
する。

企画・地域振興部
広域地域振興課

森林整備のための地域における活動を支援し、森林の有する多面的機能の確保を図る。
農林水産部
林業振興課

国民健康保険事業の運営の広域化等及び国民健康保険の財政の安定化に資する。
保健医療介護部
医療保険課

産業廃棄物の排出抑制、再生利用等の促進その他適正な処理の推進を図る施策に要する費用
に充てる。

環境部
循環型社会推進課

県民が享受している水源のかん養、土砂災害等防止、地球温暖化の防止等森林の有する公益的
機能の重要性にかんがみ、荒廃した森林の再生等を図る施策に要する費用に充てる。

農林水産部
林業振興課

後期高齢者医療の財政の安定化に資する。
保健医療介護部
医療保険課

アンビシャスな青少年の外国大学等への留学を支援し、国際的に活躍する人材の育成を推進す
る。

人づくり・県民生活部
私学振興・青少年育成局政策課

保育所の計画的な整備等の実施及び認定こども園等の新たな保育需要への対応など、子育てを
応援する基盤整備を行う。

福祉労働部
子育て支援課

消費生活相談の複雑化及び高度化が進む中、消費生活相談窓口の機能強化等を図る。
人づくり・県民生活部
生活安全課

企業・個人からの寄附を積み立て、ＮＰＯ・ボランティアが行う地域貢献活動を支援する。
人づくり・県民生活部
社会活動推進課

農地の中間的受け皿となる農地中間管理機構による担い手への農地集積・集約化を支援する。
農林水産部
水田農業振興課

地域における医療及び介護の総合的な確保を図る。
保健医療介護部
医療指導課

国民健康保険の財政の安定化に資する。
保健医療介護部
医療保険課

公用・公共用に供する土地又は公共の利益のため取得が必要な土地をあらかじめ取得すること
で、事業の円滑な執行を図る。

総務部
財産活用課

市町村及び市町村で組織する特別地方公共団体の振興に必要な資金を市町村等に貸し付ける。
企画・地域振興部
市町村支援課

美術品の取得を迅速・円滑かつ効果的に行う。
教育庁
社会教育課

災害救助基金

県営住宅敷金積立基金

地域づくり基金

平成３０年度基金の状況

基金の名称

財政調整基金

減債基金

公共施設整備基金

　本県では、法律や条例に基づき28の基金を設置し、それぞれの目的に即し、積立てや取崩しを行うととも
に、確実かつ効率的な運用に努めています。

森林整備地域活動支援基金

国民健康保険広域化等支援
基金

産業廃棄物税基金

環境保全基金

高齢者等保健福祉基金

中山間地域等ふるさと・水と
土保全基金

はつらつ高齢社会づくり基金

こども育成基金

介護保険財政安定化基金

ぼた山防護施設維持等基金

共助社会づくり基金

県立美術館美術品取得基金

農地中間管理事業支援基金

地域医療介護総合確保基金

国民健康保険財政安定化
基金

土地開発基金

市町村振興基金

森林環境税基金

後期高齢者医療財政安定化
基金

アンビシャス外国留学支援
基金

子育て応援基金

消費者行政活性化基金



２　平成３０年度末の残高

（単位：千円）

積立額(B) 取崩額(C)
一般財源

国庫支出金 運用収入 寄附金 諸収入

11,154,244 3,811,749 9,328 3,802,421 2,138,761 12,827,232

395,686,480 98,046,099 2,905,031 95,141,068 68,239,809 425,492,770

一般会計分 21,344,815 694,222 14,222 680,000 22,039,037

公債管理特別会計分 374,341,665 97,351,877 2,890,809 94,461,068 68,239,809 403,453,733

8,768,108 5,842 5,842 3,570,000 5,203,950

2,804,997 358,494 1,833 356,661 107,819 3,055,672

1,493,230 0 9,846 1,483,384

4,577,750 21,510 21,510 29,076 4,570,184

680,428 379 379 62,066 618,741

3,603,594 0 247,342 3,356,252

917,190 0 17,354 899,836

1,000,044 0 0 1,000,044

2,101,853 0 0 2,101,853

8,445,332 5,627 5,627 0 8,450,959

915,684 0 13,502 902,182

63,816 28 28 1,492 62,352

701,438 79,880 480 79,400 0 781,318

120,626 168,041 133 167,908 174,212 114,455

346,467 1,473,503 403 1,633 1,471,467 915,699 904,271

6,192,411 4,126 4,126 0 6,196,537

146,747 98 98 16,792 130,053

766,160 493 493 230,798 535,855

5,798 13 3 10 3,310 2,501

15,748 11,641 12 11,629 16,886 10,503

503,350 1,068 231 837 125,237 379,181

8,424,039 4,274,198 2,823,133 3,870 34,211 1,412,984 4,436,546 8,261,691

9,779,983 1,278,040 1,271,524 6,516 664,734 10,393,289

1,913,871 932 932 0 1,914,803

16,084,862 0 0 16,084,862

200,000 0 0 200,000

487,414,250 109,541,761 4,094,657 2,966,496 12,008 116,091 102,352,509 81,021,281 515,934,730

※　財政調整基金等三基金は、財政調整基金、減債基金（一般会計分）及び公共施設整備基金です。

※　減債基金（公債管理特別会計分）は、県債の満期一括償還に備えて計画的に積み立てる基金です。

こども育成基金

財政調整基金

減債基金

公共施設整備基金

災害救助基金

県営住宅敷金積立基金

地域づくり基金

環境保全基金

高齢者等保健福祉基金

中山間地域等ふるさと・水と
土保全基金

はつらつ高齢社会づくり基金

消費者行政活性化基金

共助社会づくり基金

介護保険財政安定化基金

ぼた山防護施設維持等基金

森林整備地域活動支援基金

国民健康保険広域化等支援
基金

産業廃棄物税基金

森林環境税基金

　平成30年度末の基金残高は5,159億円で、平成29年度末残高より285億円増加（5.8％増加）
しています。

特定財源
基金の名称

平成30年度末
残高(A+B-C)

合　　　　計

平成29年度末
残高(A)

平成30年度決算額

農地中間管理事業支援基金

地域医療介護総合確保基金

国民健康保険財政安定化
基金

土地開発基金

市町村振興基金

県立美術館美術品取得基金

後期高齢者医療財政安定化
基金

アンビシャス外国留学支援
基金

子育て応援基金



３　平成３０年度の活用状況
（単位：千円）

取崩額 運用収入

2,138,761 2,138,761 収支均衡を図るため一般会計へ繰入　2,138,761千円（2,138,761千円）

68,239,809 68,239,809

一般会計分 （収支均衡を図る必要がある場合に基金を活用）

公債管理特別会計分 68,239,809 68,239,809 満期一括償還県債の償還財源　68,239,809千円（68,239,809千円）

3,570,000 3,570,000 福岡国際空港への出資金　3,570,000千円（3,570,000千円）

215,638 107,819 H29災害及びH30災害に係る災害救助費　215,638千円（107,819千円）

3,011,932 9,846 995
県営住宅建設に係る県債の償還財源　2,931,810千円（995千円）
県営住宅敷金管理費　80,122千円（9,846千円）

61,004 29,076 31,928
広域元気づくり事業　29,076千円（29,076千円）
個性ある地域づくり推進事業　28,428千円（28,428千円）

133,794 62,066 6,598
飯塚市産業廃棄物最終処分場対策費　20,121千円（20,121千円）
高濃度PCB使用製品処理促進費　15,303千円（15,303千円）

690,172 247,342 39,258
高齢者団体支援費　122,399千円（3,301千円）
医療的ケア児支援費　61,856千円（1,094千円）

17,965 17,354 611
中山間ふるさと・水と土保全事業　12,826千円（12,826千円）
棚田地域水と土保全推進事業　5,139千円（5,139千円）

20,036 20,036 ねんりんスポーツ・文化祭開催事業費　20,036千円（20,036千円）

101,939 41,304
ひとり親家庭等健全育成対策事業　18,486千円（6,852千円）
アンビシャス広場づくり事業　16,305千円（16,305千円）

（市町村が予期せぬ給付増や保険料収納不足となった場合に基金を活用）

26,533 13,502 13,031 ぼた山災害防止事業費　26,533千円（26,533千円）

2,744 1,492 森林整備地域活動支援交付金　2,744千円（1,492千円）

（国保共同運営準備事業費）、（国民健康保険広域化等支援基金事業費）
※基金活用事業は平成29年度末に終了

174,212 174,212
産廃処理指導強化費　60,623千円（60,623千円）
保健所設置市産廃対策交付金　35,174千円（35,174千円）

915,699 915,699
荒廃森林再生費　839,756千円（839,756千円）
県民参加の森林づくり推進費　75,943千円（75,943千円）

（市町村が予期せぬ給付増や保険料収納不足となった場合に基金を活用）

16,792 16,792 アンビシャス外国留学支援事業　16,792千円（16,792千円）

1,202,080 230,798 認定こども園等整備費　1,202,080千円（230,798千円）

100,622 3,310 消費者行政活性化事業（市町村分）　100,622千円（3,310千円）

17,187 16,886
ふくおか地域貢献活動サポート事業　16,586千円（16,586千円）
NPO・ボランティア活動への寄附促進事業（広報費）　601千円（300千円）

212,542 125,237 農地中間管理機構事業費 212,542千円（125,237千円）

4,562,197 4,436,546
地域密着型施設等整備促進費　1,877,695千円（1,877,695千円）
看護師等確保・養成費　1,164,663千円（1,158,184千円）

362,110,589 664,734 保険給付費等交付金（普通交付金）　362,110,589千円（664,734千円）

（土地の先行取得に基金を活用）

2,496 2,496 基金の有効活用のため一般会計へ繰入　2,496千円（2,496千円）

48,022 86 県立美術館運営費　48,022千円（86千円）

447,592,765 81,021,281 156,343

事業費総額

産業廃棄物税基金

環境保全基金

高齢者等保健福祉基金

中山間地域等ふるさと・水と
土保全基金

はつらつ高齢社会づくり基金

合　　　　計

アンビシャス外国留学支援
基金

子育て応援基金

消費者行政活性化基金

共助社会づくり基金

農地中間管理事業支援基金

地域医療介護総合確保基金

国民健康保険財政安定化
基金

土地開発基金

市町村振興基金

県立美術館美術品取得基金

後期高齢者医療財政安定化
基金

こども育成基金

基金活用額基金の名称
主な活用事業

※　金額は事業費総額、（　）内は基金活用額

森林環境税基金

地域づくり基金

財政調整基金

減債基金

公共施設整備基金

災害救助基金

県営住宅敷金積立基金

介護保険財政安定化基金

ぼた山防護施設維持等基金

森林整備地域活動支援基金

国民健康保険広域化等支援
基金


